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第１章 計画の目的及び構成  

第１編 総則  

第１章 計画の目的及び構成  

�この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号以下「災対法」という。）

第３６条第１項、大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号以下「大震

法」という。）第６条第１項及び東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関

する特別措置法（平成１４年法律第９２号）第６条第１項の規定に基づき、国土交

通省の所掌事務について、防災に関しとるべき措置及び地域防災計画の作成の基準

となるべき事項を定め、防災対策の総合的かつ計画的な推進を図り、もって民生の

安定、国土の保全、社会秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

�この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号以下「災対法」という。）

第３６条第１項、大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号以下「大震

法」という。）第６条第１項、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関す

る特別措置法（平成１４年法律第９２号）第６条第１項及び日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１６年法律第２

７号）第６条第１項の規定に基づき、国土交通省の所掌事務について、防災に関し

とるべき措置及び地域防災計画の作成の基準となるべき事項を定め、防災対策の総

合的かつ計画的な推進を図り、もって民生の安定、国土の保全、社会秩序の維持と

公共の福祉の確保に資することを目的とする。  
（略） （略） 

  

第２章 防災対策の基本方針   

（略） 

第２章 防災対策の基本方針   

（略） 

�我が国の国土は、地震、津波、暴風、豪雨、地すべり、洪水、高潮、火山噴火、

豪雪などにより自然災害が発生しやすい自然条件下に位置する。また、急峻な山地、

脆弱な地質等が存在する一方、稠密な人口、高度な土地利用等の社会的条件を併せ

もっている。このような自然的、社会的条件下にある我が国にとって、国土を保全

し、国民の生命、身体及び財産を災害から保護する防災対策は、行政上最も重要な

施策であり、その一層の強化を図る。また、社会、産業の高度化、複雑化、多様化

に伴い、海上災害、航空災害、鉄道災害、道路災害、原子力災害、水質災害、港湾

危険物等災害、大規模な火事等災害など大規模な事故による被害についても、防災

対策の一層の充実、強化が必要であり、その推進を図る。 

 
 
 
 
 
�防災対策は、都市化、高齢化、国際化、情報化等社会構造や社会経済情勢の変化

に対して十分配慮しつつ推進するものとする。 

�我が国の国土は、地震、津波、暴風、豪雨、地すべり、洪水、高潮、火山噴火、

豪雪などにより自然災害が発生しやすい自然条件下に位置する。また、急峻な山地、

脆弱な地質等が存在する一方、稠密な人口、高度な土地利用等の社会的条件を併せ

もっている。このような自然的、社会的条件下にある我が国にとって、国土を保全

し、国民の生命、身体及び財産を災害から保護する防災対策は、行政上最も重要な

施策であり、その一層の強化を図る。また、社会、産業の高度化、複雑化、多様化

に伴い、海上災害、航空災害、鉄道災害、道路災害、原子力災害、水質災害、港湾

危険物等災害、大規模な火事等災害など大規模な事故による被害についても、防災

対策の一層の充実、強化が必要であり、その推進を図る。 

�災害発生時の被害最小化を基本方針として、ソフト対策とハード整備一体となっ

た減災体制の確立を図る。 

�多様な主体の参加による防災体制の強化、広域的応援体制の充実、強化、地域ぐ

るみでの防災教育の推進への貢献によって、自助・共助・公助バランスの取れた地

域防災力の再構築を図る。 

�防災対策は、都市化、高齢化、国際化、情報化等社会構造や社会経済情勢の変化

に対して十分配慮しつつ推進するものとする。 

（略） （略） 

�災害予防については、災害を防止し、又は災害が発生した場合における被害を最

小限にするため、以下の施策を講じるものとする。 

・災害に強い国づくり・まちづくりの実現に向け、交通・通信機能の強化について

は、施設の耐災化と多重性・代替性の確保、救援・復旧活動に資する緊急輸送体制

�災害予防については、災害を防止し、又は災害が発生した場合における被害を最

小限にするため、以下の施策を講じるものとする。 

・災害に強い国づくり・まちづくりの実現に向け、交通・通信機能の強化について

は、緊急輸送を確保するために必要な道路（以下「緊急輸送道路」という。）、鉄道
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の確立、全国的な輸送活動への影響の極小化が図られるよう努める。 

 

・公共施設の維持管理を強化するとともに、国土保全事業を計画的かつ総合的に推

進する等、発災時等に備えて、周到かつ十分な措置を講じることとする。 

・避難地、避難路、防災拠点、安全な市街地等の整備及び防災街区整備事業、土地

区画整理事業、市街地再開発事業等による市街地の面的な整備等を推進するととも

に、防災に配慮した土地利用の誘導等により、災害に強い国づくり・まちづくりを

推進するものとする。 

 

 

・近年の高度な交通システムや輸送体系の形成、トンネル、橋梁など道路構造の大

規模化、原子力の発電への利用の進展、多様な危険物等の利用の増大、高層ビル、

地下街等の増加等に配慮しつつ、事故災害の予防のための、安全対策の充実を図る

ものとする。 

・災害発生時の災害応急対策、その後の災害復旧・復興を迅速かつ効率的に行うた

め、事前の体制整備、災害情報の迅速な収集システムの整備、資機材等の整備充実

等を図るものとする。 

・警戒避難基準、防災マップ等防災に関する情報の整備を図るとともに、地方公共

団体、住民に提供するなど、災害から住民の安全を確保するように努めるものとす

る。 

 

・防災教育、防災訓練等の実施による職員等の資質の向上に努めるとともに、関係

事業者に対しても、職員の資質の向上に配慮するよう指導する。 

・また、災害の未然防止と災害発生時の避難等に資するため、一般住民に対しても、

防災訓練の参加、防災に関する講習会の実施、防災週間や各種の防災関連行事等を

通じ防災についての広報活動を行い、防災知識の普及を図るものとする。 

 

 

 

 

 

・災害及び防災に関する研究、観測等の推進を図り、防災対策の質的・技術的向上

に努めるものとする。 

・北海道総合開発計画に基づき災害に強い国土の形成をはかるため、防災のための

施設等の広域的な整備に関する事項や、防災まちづくりに関する事項を十分考慮し、

災害に強い地域づくりを総合的かつ一体的に推進するものとする。 

�災害応急対策については、発災時において迅速かつ円滑な実施を図るため、以下

を講じるものとする。 

・災害発生直後の被害情報の早期把握体制を整備するため、通信手段の確保に万全

等をはじめとした施設の耐災化と多重性・代替性の確保、救援・復旧活動に資する

緊急輸送体制の確立、全国的な輸送活動への影響の極小化が図られるよう努める。 

・公共施設の維持管理を強化するとともに、国土保全事業を計画的かつ総合的に推

進する等、発災時等に備えて、周到かつ十分な措置を講じるものとする。 

・避難地、避難路、防災拠点、安全な市街地等の整備及び防災街区整備事業、土地

区画整理事業、市街地再開発事業等による市街地の面的な整備等を推進するととも

に、防災に配慮した土地利用の誘導等により、災害に強い国づくり・まちづくりを

推進するものとする。 

・生命・財産に係る被害の軽減に大きく関係する住宅・建築物の耐震化を図る。特

に緊急輸送道路沿いの住宅・建築物の耐震化を緊急に推進する。 

・近年の高度な交通システムや輸送体系の形成、トンネル、橋梁など道路構造の大

規模化、原子力の発電への利用の進展、多様な危険物等の利用の増大、高層ビル、

地下街等の増加等に配慮しつつ、事故災害の予防のための、安全対策の充実を図る

ものとする。 

・災害発生時の災害応急対策、その後の災害復旧・復興を迅速かつ効率的に行うた

め、広域的応援や自治体等への応援・支援などを含む事前の体制整備、災害情報の

迅速な収集システムの整備、資機材等の整備充実等を図るものとする。 

・警戒避難基準、防災マップ等防災に関する情報の整備を図るとともに、地方公共

団体、住民に提供するなど、災害から住民の安全を確保するように努めるものとす

る。その際、災害時要援護者への情報提供について十分に配慮するとともに、住民

等がより容易に理解できるような情報提供に努める。 

・防災教育、防災訓練等の実施による職員等の資質の向上に努めるとともに、関係

事業者に対しても、職員の資質の向上に配慮するよう指導する。 

・災害の未然防止と災害発生時の避難等に資するため、一般住民を対象として、防

災訓練、防災に関する講習会、防災週間や各種の防災関連行事等を通じた防災につ

いての広報活動を行い、防災意識の高揚及び防災知識の普及を図るものとする。そ

の際、職場や自治会等の活用、ＮＰＯ、ボランティアなど多様な主体との連携、障

害者、高齢者等の災害時要援護者や女性の参画を含めた、多くの住民参加が行われ

るよう留意する。 

・地域における過去の災害記録や伝承を整理するなど、防災教育のための教材開発

を行う。 

・災害及び防災に関する研究、観測等の推進を図り、防災対策の質的・技術的向上

に努めるものとする。 

・北海道総合開発計画に基づき災害に強い国土の形成をはかるため、防災のための

施設等の広域的な整備に関する事項や、防災まちづくりに関する事項を十分考慮し、

災害に強い地域づくりを総合的かつ一体的に推進するものとする。 

�災害応急対策については、発災時において迅速かつ円滑な実施を図るため、以下

を講じるものとする。 

・災害発生直後の被害情報の早期把握体制を整備するため、通信手段の確保に万全
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を期すとともに、各省庁、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者と連携し、災

害情報の共有化・一元化に努めるものとする。 

・専門技術をもつ人材等を活用し、施設、設備等の緊急点検を行い、これらの被害

状況等を把握して、陸・海・空における交通の確保、二次災害の防止、施設の応急

復旧をできるだけ早期に実施するとともに、関係行政機関、関係公共機関、関係事

業者、被災者に適切な判断と行動を促す的確な情報を伝達するものとする。 

・災害発生後、速やかな職員の参集により災害の規模に応じた応急対策の推進を図

るとともに、円滑な救助・救急、医療及び消火活動等を支え、また被災者に緊急物

資を供給するための、施設の応急復旧、障害物除去等による交通の確保、並びに優

先度を考慮した緊急輸送、代替輸送の実施を図るものとする。 

・大規模な災害に対しては、災害応急対策を総合的、効果的に行うため関係行政機

関等と連携を図り、被災地域外からの人材及び災害対策用機械、船舶等の派遣等、

応急復旧に対する広域的な応援体制を確保するものとする。 

�災害復旧・復興については、以下の施策を講じるものとする。 

・被災地域の災害復旧・復興の基本的方向の早急な決定と被災施設等の適切かつ速

やかな復旧を図るため、事業を計画的に実施し、より安全で快適な環境を目指した

国づくり・まちづくりを推進するとともに、復興への的確な貢献に努めるものとす

る。 

・災害により被害を受けた事業者に対しては、その要望の把握に努めるとともに、

その結果を踏まえ、必要に応じて、財政面、金融面等における、支援措置を検討す

るものとする。 

 

を期すとともに、各省庁、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者と連携し、災

害情報の共有化・一元化に努めるものとする。 

・専門技術をもつ人材等を活用し、施設、設備等の緊急点検を行い、これらの被害

状況等を把握して、陸・海・空における交通の確保、二次災害の防止、施設の応急

復旧をできるだけ早期に実施するとともに、関係行政機関、関係公共機関、関係事

業者、被災者に適切な判断と行動を促す的確な情報を伝達するものとする。 

・災害発生後、速やかな職員の参集により災害の規模に応じた応急対策の推進を図

るとともに、円滑な救助・救急、医療及び消火活動等を支え、また被災者に緊急物

資を供給するための、施設の応急復旧、障害物除去等による交通の確保、並びに優

先度を考慮した緊急輸送、代替輸送の実施を図るものとする。 

・大規模な災害に対しては、災害応急対策を総合的、効果的に行うため関係行政機

関等と連携を図り、被災地域外からの人材及び災害対策用機械、船舶等の派遣等、

応急復旧に対する広域的な応援・支援体制の充実を図るものとする。 

�災害復旧・復興については、以下の施策を講じるものとする。 

・被災地域の災害復旧・復興の基本的方向の早急な決定と被災施設等の適切かつ速

やかな復旧を図るため、事業を計画的に実施し、より安全で快適な環境を目指した

国づくり・まちづくりを推進するとともに、復興への的確な貢献に努めるものとす

る。 

・災害により被害を受けた事業者に対しては、その要望の把握に努めるとともに、

その結果を踏まえ、必要に応じて、財政面、金融面等における、支援措置を検討す

るものとする。 

□発災時に国土交通省の所管する事務に係る機能が停止もしくは低下した場合にお

いても、防災対策業務及び業務停止が社会経済活動に重大な影響を及ぼす重要業務

を継続するための取り組みを推進するものとする。 

第３章 防災に関する組織・体制   

（略） 

第３章 防災に関する組織・体制   

（略） 

  

 


